
おしえてコバトン

我が国の事業所及び企業の経済活動の実態を明らかにするために、「経済センサス－活動調
査」が５年ごとに実施されています。
この調査の結果から、生活に身近な製造品を中心に埼玉県の出荷額が全国で５位以内に入る品
目の一部を掲載しました。

単位：百万円

注）出荷額は、消費税を含んでいます。
資料：「平成２８年経済センサス－活動調査」総務省統計局HP

～都道府県の出荷額の順位を調べるときは、秘匿データに注意！～
１都道府県内において事業所が２つ以下の場合は、個別の事業所の調査結果が分からないよ
うにデータが「Ｘ」で伏せられています。
また、ある県の順位を確認するとき、その県の出荷額が「Ｘ」の合計額（出
荷額全国計－全表示データ合計）を上回らないと、全国第○位といえません。
秘匿額が大きく、第５位まで確認できない品目は一部が空欄になってい
ます。

品 目 出荷額
全国計

出荷額１～５位の都道府県・出荷額・全国シェア
１位 ２位 ３位 ４位 ５位
埼玉県 群馬県 静岡県 神奈川県 大阪府

アイスクリーム ３５７，３９７ ５９，１７５ ５１，０９８ ２７，３７０ ２３，５１４ ２０，８５８
１６．６％ １４．３％ ７．７％ ６．６％ ５．８％
和歌山県 広島県 埼玉県 栃木県 新潟県

野菜漬物（果実漬物を含む） ３３０，９２８ ４５，４８７ ２３，２２６ ２２，４６５ ２１，８２４ １８，６８７
１３．７％ ７．０％ ６．８％ ６．６％ ５．６％
埼玉県 北海道 神奈川県 愛知県 兵庫県

精米（砕精米を含む） ６１２，０３０ ８７，４９６ ４８，１４０ ４６，４１５ ４０，４３６ ３０，７２４
１４．３％ ７．９％ ７．６％ ６．６％ ５．０％
埼玉県 愛知県 新潟県 兵庫県 茨城県

ビスケット類、干菓子 ４２４，３０５ ５１，４０８ ４８，７２２ ４３，５５７ ３５，６３２ ３５，０２５
１２．１％ １１．５％ １０．３％ ８．４％ ８．３％
大阪府 神奈川県 茨城県 埼玉県 北海道

チョコレート類 ４４５，６６６ ７８，０７８ ５９，２４２ ５６，１６２ ５４，１５９ ４１，８６２
１７．５％ １３．３％ １２．６％ １２．２％ ９．４％
埼玉県 兵庫県 香川県 愛知県 長野県

和風めん ２８３，４０７ ３２，２８４ ２１，３２６ ２０，４０６ １４，４５０ １３，２０８
１１．４％ ７．５％ ７．２％ ５．１％ ４．７％
千葉県 神奈川県 埼玉県 大阪府 愛知県

すし、弁当、おにぎり １，２５７，６４８ １５３，８１６ １１０，１３０ １０５，９８７ ８９，８７７ ８２，９３２
１２．２％ ８．８％ ８．４％ ７．１％ ６．６％
埼玉県 神奈川県 東京都 愛知県 千葉県

調理パン、サンドイッチ ２６６，６２０ ２２，９３７ ２２，７５６ ２２，７３３ ２０，８３０ １７，８２５
８．６％ ８．５％ ８．５％ ７．８％ ６．７％
埼玉県

コーヒー飲料（ミルク入りを含む） ３７７，２４９ ５２，２０３
１３．８％
兵庫県 京都府 新潟県 秋田県 埼玉県

清酒（濁酒を含む） ４３４，９９５ １０４，３４４ ６３，０７４ ４５，８２９ １６，９４０ １５，５０３
２４．０％ １４．５％ １０．５％ ３．９％ ３．６％

織物製成人女子・少女用スカート・
ズボン

岡山県 広島県 埼玉県 岐阜県 兵庫県
２７，６８７ ７，８２２ ６，８４６ ２，６９２ １，７７０ １，５５３

２８．３％ ２４．７％ ９．７％ ６．４％ ５．６％
栃木県 埼玉県 群馬県

ふとん（羊毛ふとんを含む） ２７，３０９ ３，３７６ ２，９９６ ２，３１１
１２．４％ １１．０％ ８．５％
福岡県 静岡県 佐賀県 埼玉県

たんす ２２，８２２ ６，３８６ ３，３５０ １，６５０ １，２６７
２８．０％ １４．７％ ７．２％ ５．６％
埼玉県 大阪府 滋賀県 兵庫県 静岡県

医薬品製剤（医薬部外品製剤を含む） ６，９１０，７３１ ８７２，０２３ ６４４，２５２ ６３７，６６４ ５９１，３９６ ５４６，２０５
１２．６％ ９．３％ ９．２％ ８．６％ ７．９％
埼玉県 東京都 静岡県 大阪府

化粧水 １８１，９７０ ３１，８２６ ２５，４０２ ２２，１８２ １５，１１１
１７．５％ １４．０％ １２．２％ ８．３％
兵庫県 東京都 大阪府 埼玉県

ゴム製履物用品 ４，８１３ ２，０６３ ９８６ ６７２ ４８６
４２．９％ ２０．５％ １４．０％ １０．１％
東京都 埼玉県 大阪府

なめし革製ハンドバッグ １６，８０８ ５，９１１ ４，７２９ ２，９６０
３５．２％ ２８．１％ １７．６％
埼玉県 東京都

双眼鏡 ３，９１７ ２，７１７ ６３７
６９．４％ １６．３％

軽快車、ミニサイクル、
マウンテンバイク

大阪府 埼玉県
４０，９０８ ３４，７５８ ５，５５８

８５．０％ １３．６％
埼玉県

節句人形、ひな人形 １０，９２７ ５，２６８
４８．２％
埼玉県 新潟県

テニス・卓球・バドミントン用具 ２１，９５１ １３，９３６ ６，１９５
６３．５％ ２８．２％

◆製造品出荷額（平成２７年）◆
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項 目 データ 全国順位
普通会計決算額（歳入） １，７２１，５１３百万円 ８
普通会計決算額（歳出） １，７１０，２１６百万円 ８
財政力指数 ０．７６５４８ ５
経常収支比率 ９４．９％ ２０
県民１万人当たり職員数（一般行政部門） １１．２人 １

～本編から抜粋～

Ⅵ 地方行政

Ⅵ

地
方
行
政



歳入総額
1兆8,083億円

歳出総額
1兆7,998億円

県税
7,700億円
42.6%

教育費 
5,239億円
29.1%

公債費 
2,705億円
15.0%

民生費 
3,281億円
18.2%

民生費 
3,281億円
18.2%

土木費
1,015億円
5.7%

土木費
1,015億円
5.7%
警察費
1,408億円
7.8%

警察費
1,408億円
7.8%

総務費
812億円
4.5%

衛生費
577億円
3.2%

農林水産業費
200億円
1.1%

その他 
86億円
0.5%

県債
2,298億円
12.7%

県債
2,298億円
12.7%

地方消費税
清算金
2,055億円
11.4%

地方消費税
清算金
2,055億円
11.4%

国庫支出金
1,681億円
9.3%

国庫支出金
1,681億円
9.3%

諸収入
402億円
2.2%

地方交付税
2,153億円
11.9%

地方譲与税
943億円
5.2%

その他
851億円
4.7%

諸支出金
2,528億円
14.1%

諸支出金
2,528億円
14.1%

商工費
148億円
0.8%

５８ 決算

歳入総額、歳出総額ともに減少
県会計管理課によると、平成２８年度の一般会計決算は、歳入総額が１兆８，０８３億円、歳出

総額が１兆７，９９８億円で、前年度と比べ歳入は２９億円（△０．２％）の減、歳出は２０億円（△０．１％）
の減となりました。しかし、過去１０年間では平成２７年度に次ぐ２番目に高い水準となって
います。また、実質収支は４２億円の黒字を確保しました。

県税収入は５年度連続で増加
主な歳入の状況は、県税収入が７，７００億円で、前年度より１６６億円（２．２％）増加しました。

これは、税制改正により地方法人特別税（国税）の一部が法人事業税に復元された影響等に
よる法人事業税の増収などによります。県債収入は、臨時財政対策債の減少などにより、
前年度より５８億円（△２．５％）減少して２，２９８億円となり、歳入総額に占める割合が１２．７％と、
前年度より０．３ポイント低下しました。
また、地方消費税清算金は、全国的に輸入取引に課税される地方消費税（貨物割）が減少

したことなどにより、２３０億円（△１０．１％）減の２，０５５億円となりました。地方交付税は、社
会保障関連経費や臨時財政対策債の元利償還金などの増加、臨時財政対策債発行額の減少
などにより、１１４億円（５．６％）増の２，１５３億円となりました。
主な歳出の状況は、衛生費が大学附属病院等整備予定地の購入等を進めたことなどによ

り、４２億円（８．０％）増の５７７億円となりました。土木費も、橋りょうの修繕などの道路橋り
ょう費、さいたまスーパーアリーナ・けやきひろば大規模改修費、ラグビーワールドカッ
プ２０１９会場整備費の増加などにより、５３億円（５．５％）増の１，０１５億円となりました。一方、
諸支出金は、他の都道府県に支払う地方消費税清算金や、県内市町村への地方消費税交付
金の減少などにより、１８６億円（△６．８％）減の２，５２８億円となりました。

平成２７年度普通会計実質収支は５６億円の黒字
「都道府県決算状況調」によると、平成２７年度普通会計決算の歳入は１兆７，２１５億円、歳出
は１兆７，１０２億円でした。歳入から歳出を差し引いた額から翌年度に繰り越すべき財源を差
し引いた実質収支は、５６億円の黒字でした。

一般会計決算構成比（平成２８年度）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

普通会計決算額
（歳入）

普通会計決算額
（道府県税収入総額）

普通会計決算額
（歳出）

普通会計決算額
（実質収支）

単 位 百万円 順位 百万円 順位 百万円 順位 百万円 順位
全 国 ５２，０４９，８８４ １８，０２２，２４０ ５０，７３１，２３９ ３８４，４５５

北 海 道 ２，４１２，７９９ ３ ６７０，８９９ ８ ２，４０１，３２６ ３ ４，５９６ ２５
青 森 県 ６９６，３１３ ２６ １６５，２４７ ２７ ６７２，２４８ ２８ ２，１９５ ４０
岩 手 県 １，１３１，９４２ １４ １５４，０９２ ３０ １，０１７，５４０ １５ ２５，４１６ ２
宮 城 県 １，４２９，７７１ １１ ３２６，４４８ １４ １，２９５，３１９ １１ １７，８９４ ３
秋 田 県 ６１０，６３５ ３２ １１４，１２９ ４１ ６００，９６０ ３２ ４，３２７ ２８

山 形 県 ５８０，１９７ ３３ １２７，９７４ ３７ ５６８，７０７ ３３ ４，７４８ ２４
福 島 県 ２，０４２，００６ ５ ２７０，２５３ １９ １，９３１，８５５ ７ ７，７８０ １１
茨 城 県 １，１４０，５５３ １３ ３９５，３７６ １１ １，１０７，２８３ １３ ９，２６４ ７
栃 木 県 ７７２，１８１ ２１ ２８７，１５７ １６ ７５５，７７９ ２１ ８，９４５ ９
群 馬 県 ７６１，６０５ ２３ ２７８，３２０ １７ ７５１，８９５ ２２ ４，３２４ ２９

埼 玉 県 １，７２１，５１３ ８ ８６８，８７３ ５ １，７１０，２１６ ８ ５，５５３ ２２
千 葉 県 １，７０３，６７４ １０ ７８１，５１４ ６ １，６８７，１４２ ９ ５，４２９ ２３
東 京 都 ７，１８６，２８８ １ ３，０４２，０８２ １ ６，９３４，７４６ １ １１４，０５７ １
神奈川県 ２，０２７，３４４ ６ １，２５３，３２６ ４ ２，００６，３７２ ５ ７，１１３ １４
新 潟 県 １，０９３，２９２ １５ ２９６，５３６ １５ １，０５７，２１３ １４ ６，８４７ １７

富 山 県 ５１６，０７８ ３８ １４８，１９５ ３１ ４９３，５８２ ４０ １，３５１ ４２
石 川 県 ５３４，３８９ ３６ １６１，７６６ ２９ ５２０，９７９ ３６ ７７５ ４６
福 井 県 ４５８，４８０ ４４ １２１，２８０ ３８ ４４９，６２７ ４３ ４，１０２ ３１
山 梨 県 ４７７，８１７ ４２ １１８，９７４ ４０ ４６１，４６１ ４２ ５，６５１ ２０
長 野 県 ８３８，５８９ １８ ２７５，５５５ １８ ８２３，６３８ １８ ６，９４７ １５

岐 阜 県 ７８８，２９０ ２０ ２６７，３３５ ２０ ７７４，７６７ ２０ ６，９４１ １６
静 岡 県 １，１６６，５５０ １２ ５５１，３６９ １０ １，１４６，９８９ １２ ６，１４２ １９
愛 知 県 ２，２９８，３４１ ４ １，２６０，２７７ ３ ２，２７８，５６７ ４ １２，７４９ ５
三 重 県 ６９３，６３５ ２７ ２５０，２８４ ２１ ６７４，９９８ ２７ ３，４９０ ３４
滋 賀 県 ５０６，７８３ ３９ １８３，４３６ ２４ ５０２，１８５ ３７ １，１１０ ４３

京 都 府 ９３９，４６０ １７ ３３７，８７７ １３ ９３４，３６０ １６ ６８３ ４７
大 阪 府 ２，８４６，８０５ ２ １，２８４，０４２ ２ ２，８２３，６２４ ２ ９，１０７ ８
兵 庫 県 １，９６９，９１２ ７ ７１４，３３７ ７ １，９５９，１６８ ６ ８７７ ４５
奈 良 県 ５０５，９３０ ４０ １４７，３５１ ３２ ４９７，０６４ ３９ ２，９７３ ３５
和歌山県 ５６２，９６９ ３４ １０７，１８８ ４２ ５５０，６１０ ３４ ３，６５７ ３３

鳥 取 県 ３５５，７１７ ４７ ６４，４７６ ４７ ３４０，９５４ ４７ １０，２６６ ６
島 根 県 ５１９，００７ ３７ ８０，８７３ ４５ ５０１，７８３ ３８ ８，３８６ １０
岡 山 県 ７３２，４１１ ２５ ２４３，３５８ ２２ ７２３，２１８ ２５ １，６１８ ４１
広 島 県 ９４１，８９０ １６ ３８０，２５６ １２ ９３０，２５３ １７ ２，６３１ ３８
山 口 県 ６５１，００５ ３０ １７４，３５８ ２６ ６４２，３７３ ３０ ４，５１８ ２７

徳 島 県 ４９２，５１６ ４１ ９３，４５３ ４４ ４６６，１６６ ４１ ６，８１９ １８
香 川 県 ４４５，９０４ ４６ １３４，９２５ ３５ ４３３，２９４ ４６ ７，６２３ １２
愛 媛 県 ６３０，７６１ ３１ １６３，９４７ ２８ ６１６，６４８ ３１ ２，４３０ ３９
高 知 県 ４６１，２７１ ４３ ７９，８６４ ４６ ４４４，３１５ ４４ ２，６３４ ３７
福 岡 県 １，７０４，６３３ ９ ６４０，７２８ ９ １，６６９，１５３ １０ ４，１２１ ３０

佐 賀 県 ４５６，１４１ ４５ ９９，７６６ ４３ ４４１，８６９ ４５ ５，６３１ ２１
長 崎 県 ６８６，００１ ２９ １４１，９４８ ３３ ６６５，２２７ ２９ １，１０１ ４４
熊 本 県 ７６１，６４６ ２２ １９７，７１３ ２３ ７３７，１２４ ２３ １３，０９０ ４
大 分 県 ５６１，２６７ ３５ １３２，０３１ ３６ ５４８，６１２ ３５ ２，８４６ ３６
宮 崎 県 ６９２，２１６ ２８ １２１，１５４ ３９ ６７７，４４７ ２６ ７，４３１ １３

鹿児島県 ７９８，３１９ １９ １７５，５２７ ２５ ７７７，６９１ １９ ４，５９５ ２６
沖 縄 県 ７４５，０３５ ２４ １３６，３７０ ３４ ７２４，８９２ ２４ ３，６７５ ３２
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，３，４「都道府県決算状況調」総務省HP 平成２７年度 毎年
＊２ 「都道府県決算状況調」「都道府県財政指数表」総務省HP 平成２７年度 毎年

注）１億円未満四捨五入。
資料：県会計管理課HP
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地
方
公
共
団
体

普通会計
・一般会計
・用地事業特別会計
・県営住宅事業特別会計
など

公営事業会計
・公営競技事業特別会計

うち公営企業会計
・病院事業会計
・水道用水供給事業会計
など

一部事務組合・広域連合
・埼玉県浦和競馬組合 など

地方公社・第三セクター
・埼玉県道路公社
・埼玉県土地開発公社 など

①
実
質
赤
字
比
率

黒字 黒字 11.8% 192.3%

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

④
将
来
負
担
比
率

⑤
資金不足比率

公営企業会計ごとに
算定。
全ての会計で資金不
足なし。

５９ 財政指標・予算 財政力指数は３年度連続で改善
「都道府県決算状況調」によると、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の
過去３か年（平成２５～２７年度）の平均値である平成２７年度の財政力指数は、０．７６５４８で全国第
５位でした。前年度より０．０１ポイント上昇し、３年度連続の改善となりました。

経常収支比率は９４．９％
県税や地方交付税などの経常的収入に対して、人件費や公債費など毎年度経常的に支出

される経常的経費の割合を示す経常収支比率は、平成２７年度９４．９％で、前年度より０．３ポ
イント上昇し、４年度ぶりの悪化となりました。
また、総務省によると、平成２９年度普通会計当初予算額は１兆７，８７０億円で、前年度より

０．９％減少しました。

※表＊２，３の全国値は、各都道府県値の単純平均です。
※表＊４の秋田県及び千葉県の数値は、骨格予算です。

～本県の財政状況はどうなっている？～

平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され、財政の健全性に
関する比率（健全化判断比率等）の公表や、その比率が基準以上に悪化し
た場合などに財政健全化計画を策定することなどが義務付けられました。
平成２８年度決算の比率から、本県の財政は健全性が保たれていること
が分かります。 資料：県財政課HP

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

標準財政規模 財政力指数 経常収支比率 普通会計
当初予算額

単 位 百万円 順位 ― 順位 ％ 順位 百万円 順位
全 国 ２８，９９１，７２５ ０．４９１４６ ９４．１ ５０，３４７，４０７

北 海 道 １，４３５，１３８ ３ ０．４１９０３ ２７ ９６．３ ９ ２，３２７，３３４ ３
青 森 県 ３９５，７２７ ２６ ０．３３１９０ ３６ ９５．７ １５ ６７４，１４２ ２７
岩 手 県 ４０６，５２７ ２５ ０．３４１１６ ３５ ９７．４ ４ ９６７，６１６ １５
宮 城 県 ５０７，１４５ １６ ０．５９５９７ １３ ９６．３ ９ １，１６８，９７３ １１
秋 田 県 ３３４，６０３ ３２ ０．２９８６２ ４４ ９２．２ ３９ ５５４，７９１ ３４

山 形 県 ３３５，４８２ ３１ ０．３４２３７ ３４ ９４．７ ２２ ５９３，４４０ ３１
福 島 県 ４９８，５５３ １７ ０．５０９４７ １９ ９５．９ １３ １，６６２，７７６ ８
茨 城 県 ６３４，９９０ １１ ０．６３３０９ ８ ９２．７ ３４ １，０５４，９４６ １４
栃 木 県 ４４５，２９１ ２０ ０．６２１６６ ９ ９５．１ １７ ７８２，７２２ ２１
群 馬 県 ４４１，７６８ ２２ ０．６０２７７ １２ ９５．８ １４ ７３７，４１４ ２３

埼 玉 県 １，１８３，３５０ ６ ０．７６５４８ ５ ９４．９ ２０ １，７８７，００４ ７
千 葉 県 １，０５５，８４６ ８ ０．７７６９４ ４ ９６．３ ９ １，６４６，６２８ ９
東 京 都 ３，６４２，２０２ １ １．００３２１ １ ８１．５ ４７ ７，２４３，７３６ １
神奈川県 １，４１８，８９７ ４ ０．９１７４５ ３ ９７．１ ６ １，９７９，０３２ ５
新 潟 県 ６０９，５４４ １２ ０．４３５１９ ２５ ９２．７ ３４ １，０８５，４７６ １３

富 山 県 ３０２，３４９ ３８ ０．４５３０７ ２４ ９５．３ １６ ５１８，００３ ３７
石 川 県 ３１２，５８３ ３７ ０．４６８１２ ２２ ９４．１ ２７ ５０５，８３６ ３９
福 井 県 ２６０，７２９ ４６ ０．３７８２０ ３２ ９３．０ ３３ ４５９，９０７ ４２
山 梨 県 ２６４，９０６ ４２ ０．３７８７６ ３１ ９２．３ ３７ ４５６，０４７ ４３
長 野 県 ５２２，９４７ １５ ０．４７５８６ ２１ ９２．７ ３４ ８３７，５６９ １９

岐 阜 県 ４７４，４５５ １９ ０．５２３５８ １８ ９２．２ ３９ ７７８，０３７ ２２
静 岡 県 ７５４，６６３ １０ ０．７０９９９ ７ ９４．９ ２０ １，１５１，１８３ １２
愛 知 県 １，４０７，８４３ ５ ０．９２０５２ ２ ９８．８ ２ ２，２９１，６２１ ４
三 重 県 ４３２，９０５ ２４ ０．５７５４４ １５ ９７．９ ３ ６６０，０８５ ２８
滋 賀 県 ３２８，５５５ ３５ ０．５３９３２ １７ ９５．１ １７ ５２０，１７８ ３６

京 都 府 ５４２，９２７ １４ ０．５６７１３ １６ ９５．０ １９ ８６９，１１０ １８
大 阪 府 １，６３１，２９２ ２ ０．７４９８０ ６ ９９．８ １ ２，７７０，７３８ ２
兵 庫 県 １，０９４，６２０ ７ ０．６２０６２ １０ ９６．１ １２ １，９４５，１２８ ６
奈 良 県 ３２３，１２３ ３６ ０．４１２６９ ２８ ９２．１ ４２ ４８８，６４４ ４０
和歌山県 ２９７，９９１ ３９ ０．３１９５５ ４１ ９２．３ ３７ ５５３，２８９ ３５

鳥 取 県 ２２０，７２９ ４７ ０．２５４８６ ４５ ９０．２ ４４ ３４１，６４８ ４７
島 根 県 ２８９，３０３ ４０ ０．２４１７０ ４７ ８５．８ ４６ ５１２，１８０ ３８
岡 山 県 ４４０，１１７ ２３ ０．５００９６ ２０ ９３．２ ３２ ６７７，７９８ ２６
広 島 県 ６０８，４０５ １３ ０．５８５８１ １４ ９４．４ ２４ ９１８，２５１ １６
山 口 県 ３７９，７４３ ２８ ０．４２５６０ ２６ ９４．１ ２７ ６３８，５５９ ２９

徳 島 県 ２６４，３４８ ４４ ０．３２０１８ ４０ ９４．３ ２６ ４８０，１５７ ４１
香 川 県 ２６４，８６２ ４３ ０．４６０６０ ２３ ９４．４ ２４ ４３６，５９７ ４５
愛 媛 県 ３５８，０１０ ３０ ０．４１１８１ ２９ ８９．０ ４５ ６１０，０２０ ３０
高 知 県 ２７５，３９４ ４１ ０．２４４７２ ４６ ９３．８ ２９ ４３８，４３３ ４４
福 岡 県 ９８２，９６４ ９ ０．６１８３６ １１ ９６．６ ８ １，５７７，３３３ １０

佐 賀 県 ２６２，９４７ ４５ ０．３２９３８ ３７ ９２．２ ３９ ４２４，３５１ ４６
長 崎 県 ３９１，９８２ ２７ ０．３１５６２ ４２ ９７．４ ４ ７０３，４５０ ２５
熊 本 県 ４４４，５３１ ２１ ０．３８６８８ ３０ ９４．５ ２３ ８７０，９４８ １７
大 分 県 ３３０，７４５ ３３ ０．３５８２８ ３３ ９３．６ ３０ ５８１，３３５ ３２
宮 崎 県 ３３０，５９３ ３４ ０．３２０３４ ３９ ９１．３ ４３ ５６８，７７１ ３３

鹿児島県 ４８１，０３８ １８ ０．３２１４０ ３８ ９６．８ ７ ７８３，０８６ ２０
沖 縄 県 ３６９，０６４ ２９ ０．３１５３５ ４３ ９３．５ ３１ ７１３，０８５ ２４
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～３「都道府県決算状況調」総務省HP 平成２７年度 毎年
＊４ 総務省HP 平成２９年度 毎年

①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率 ③実質公債費比率 ④将来負担比率 ⑤資金不足比率

本県の比率
平成２８年度決算 黒字 黒字 １１．８％ １９２．３％ 資金不足なし
（平成２７年度決算） （黒字） （黒字） （１２．０％） （１９２．９％） （資金不足なし）

早期健全化基準 ３．７５％ ８．７５％ ２５．０％ ４００．０％
財政再生基準 ５．０％ １５．０％ ３５．０％
経営健全化基準 ２０．０％
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６０ 都道府県職員

県民１万人当たり職員数（一般行政部門） 全国最少を堅持
「地方公共団体定員管理調査結果」によると、平成２９年４月１日現在の総職員数は、前年よ
り４，１０１人減少して５９，１８０人でした。行政分野別にみると、一般行政部門６，８２６人（前年比６８
人増）、教育部門３６，６４４人（同４，３７８人減）、警察部門１２，７９４人（同９７人増）、公営企業等会計
部門２，９１６人（同１１２人増）でした。
県改革推進課によると、一般行政部門の県民１万人当たりの職員数は、１１．２人（全国平均

２３．０人）で、前年に引き続き全国最少でした。

※表＊２は、政令指定都市人口を除いた都道府県人口（「住民基本台帳人口（平成２９年１月１日
現在）」（総務省統計局））から算出しました。また、順位は数値の小さいものを１位とし
て順位付けしています。

部門別職員数構成比（平成２９年４月１日現在）

～「最小・最強の県庁」を目指して～

本県では、厳しい財政状況に加
え、今後急激な高齢化の進行や人
口減少時代の到来が予想されてい
ます。そこで、今までにない視点
や発想から施策を生み出すことが
できる組織を構築していく必要が
あると考え、「県庁改革への挑戦」、
「多様な主体との協働」、「行財政
基盤の強化」に取り組んでいます。
現在、県民１万人当たり全国一
少ない職員数（一般行政部門）で効
率的な運営を行っていますが、更
に職員が変革する意思とスピード
感を持ち、成果
を上げる県庁づ
くりを進めてい
きます。

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

職員数
（一般行政部門）

県民１万人当たり
職員数

（一般行政部門）
職員数

（教育部門）
職員数

（警察部門）

単 位 人 順位 人 順位 人 順位 人 順位
全 国 ２３１，５２３ ２３．０ ７７０，２１７ ２８８，３４７

北 海 道 １２，６７６ ２ ３７．０ ４０ ３８，３８７ ２ １１，９６２ ８
青 森 県 ３，８３８ ２８ ２８．９ ２４ １１，６１８ ２９ ２，６７６ ３０
岩 手 県 ４，３５０ １９ ３４．０ ３３ １１，８６８ ２６ ２，４６８ ３３
宮 城 県 ５，０４８ １５ ４０．０ ４３ １３，１９１ ２２ ４，３４６ １５
秋 田 県 ３，３４２ ３６ ３２．４ ３０ ８，７５４ ３８ ２，３５９ ３５

山 形 県 ４，０７３ ２５ ３６．４ ３９ ９，６０９ ３３ ２，３１８ ３８
福 島 県 ５，７３７ １０ ２９．５ ２６ １６，５２７ １３ ３，９８６ １７
茨 城 県 ４，８１８ １６ １６．２ ７ ２２，０７９ ９ ５，３７０ １３
栃 木 県 ４，４２６ １８ ２２．２ １２ １５，１０２ １８ ３，８４９ ２１
群 馬 県 ３，９３７ ２６ １９．７ ８ １５，２８６ １５ ３，９１７ ２０

埼 玉 県 ６，８２６ ８ １１．２ １ ３６，６４４ ５ １２，７９４ ６
千 葉 県 ６，８２８ ７ １２．８ ２ ３５，０２７ ６ １３，０１３ ５
東 京 都 １８，９８５ １ １４．０ ３ ６５，１８２ １ ４７，２２３ １
神奈川県 ７，１６８ ６ ２２．２ １１ ２５，２９８ ８ １７，２０７ ３
新 潟 県 ５，７０６ １１ ３８．０ ４１ １５，１３２ １７ ４，７６８ １４

富 山 県 ３，２１３ ３９ ２９．８ ２７ ８，７４１ ３９ ２，２８３ ３９
石 川 県 ３，２５４ ３８ ２８．２ ２２ ８，９７３ ３６ ２，３３６ ３７
福 井 県 ２，７８２ ４７ ３５．０ ３４ ７，６３３ ４３ ２，０７３ ４１
山 梨 県 ３，０１９ ４３ ３５．７ ３６ ７，８６９ ４２ １，９６６ ４３
長 野 県 ５，０８０ １３ ２３．８ １４ １７，３７２ １２ ３，９２７ １９

岐 阜 県 ４，１６６ ２３ ２０．１ ９ １６，０６７ １４ ３，９３８ １８
静 岡 県 ５，６１７ １２ ２５．０ １６ １８，５９６ １１ ７，０２３ １１
愛 知 県 ８，４１３ ３ １６．０ ６ ３７，１２１ ４ １４，５３６ ４
三 重 県 ４，４４４ １７ ２４．１ １５ １４，１３５ ２０ ３，４５０ ２６
滋 賀 県 ３，０４３ ４２ ２１．４ １０ １１，６５２ ２８ ２，６１４ ３１

京 都 府 ４，１７５ ２２ ３６．２ ３８ １０，９０３ ３０ ７，１６７ １０
大 阪 府 ７，４９２ ５ １４．０ ４ ３８，０２８ ３ ２３，４５７ ２
兵 庫 県 ６，００２ ９ １４．７ ５ ２９，４５４ ７ １２，４９８ ７
奈 良 県 ３，１１５ ４０ ２２．５ １３ ９，２２１ ３５ ２，８０６ ２９
和歌山県 ３，５４８ ３４ ３６．０ ３７ ８，７７５ ３７ ２，５４４ ３２

鳥 取 県 ２，９６４ ４５ ５１．５ ４７ ５，８４３ ４７ １，４４０ ４７
島 根 県 ３，２６０ ３７ ４６．８ ４６ ７，５５４ ４４ １，８２５ ４６
岡 山 県 ３，７７１ ３１ ３０．９ ２９ １２，０４３ ２４ ４，０１０ １６
広 島 県 ４，２９３ ２０ ２５．８ １７ １４，１０９ ２１ ５，７１６ １２
山 口 県 ３，６５３ ３３ ２５．９ １８ １１，６５６ ２７ ３，５５９ ２２

徳 島 県 ３，１０１ ４１ ４０．５ ４４ ７，１０３ ４６ １，８５４ ４５
香 川 県 ２，７９０ ４６ ２７．９ ２１ ８，１７０ ４０ ２，１４３ ４０
愛 媛 県 ３，７４７ ３２ ２６．６ １９ １１，９１５ ２５ ２，８１９ ２８
高 知 県 ３，４０７ ３５ ４６．５ ４５ ７，３４２ ４５ １，９１６ ４４
福 岡 県 ７，５４７ ４ ２８．５ ２３ ２０，３３６ １０ １１，８３７ ９

佐 賀 県 ２，９６５ ４４ ３５．３ ３５ ８，０５２ ４１ ２，０１９ ４２
長 崎 県 ４，１００ ２４ ２９．４ ２５ １２，３１４ ２３ ３，５５２ ２３
熊 本 県 ４，２１４ ２１ ３９．５ ４２ １０，７０８ ３１ ３，４９５ ２４
大 分 県 ３，８２８ ２９ ３２．５ ３１ ９，９２０ ３２ ２，３９０ ３４
宮 崎 県 ３，７８３ ３０ ３３．７ ３２ ９，４７７ ３４ ２，３４９ ３６

鹿児島県 ５，０５９ １４ ３０．３ ２８ １５，２８０ １６ ３，４８９ ２５
沖 縄 県 ３，９２０ ２７ ２６．７ ２０ １４，１５１ １９ ３，０６０ ２７
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，３，４「地方公共団体定員管理調査結果」総務省HP 平成２９年４月１日 毎年
＊２ 県改革推進課 平成２９年４月１日 毎年

資料：「地方公共団体定員管理調査結果」総務省HP

◆県民１万人当たりの都道府県職員数（一般行政部門）◆
（平成２９年４月１日現在）

資料：県改革推進課
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28平成
19年度

20 21 22 23 24 25 26

その他その他

地方消費税地方消費税

法人二税法人二税

個人県民税個人県民税

自動車税
自動車取得税
不動産取得税
軽油引取税 など

自動車税
自動車取得税
不動産取得税
軽油引取税 など

7,700

27

7,534
8,121億円

7,839

6,744
6,408 6,344

6,541 6,674 6,871

資料：県財政課、県会計管理課

個人県民税は、国から地方への税源移譲（三位一体の改革）に伴い所得譲与税が廃止さ
れ、平成１９年度に大幅に増加しました。
法人二税（法人県民税、法人事業税）は、平成２１年度に企業収益の減少や地方法人特別

税制度の影響により大幅に減少し、その後も減少が続きましたが、平成２４年度に海外経
済の緩やかな回復や輸出環境の改善などにより増加に転じ、その後も増加が続いていま
す。
平成２８年度の県税収入は、税制改正により地方法人特別税（国税）の一部が法人事業税

（県税）に復元されたことなどにより、５年連続で増加しました。

順位 合計※ 個人県民税 法人二税 地方消費税※ 軽油引取税 自動車税
１ 東京都 東京都 東京都 東京都 愛知県 愛知県
２ 大阪府 神奈川県 大阪府 大阪府 北海道 東京都
３ 愛知県 愛知県 愛知県 神奈川県 埼玉県 神奈川県
４ 神奈川県 大阪府 神奈川県 愛知県 大阪府 埼玉県
５ 埼玉県 埼玉県 兵庫県 埼玉県 千葉県 大阪府
６ 千葉県 千葉県 埼玉県 北海道 東京都 北海道

資料：「平成２７年度地方財政統計年報」総務省HP
平成２７年度の県税収入額は、全国第５位でした。
税目別の税収額については、個人県民税及び地方消費税は全国第５位、法人二税は全

国第６位、軽油引取税は全国第３位、自動車税は全国第４位でした。
※合計と地方消費税は、地方消費税清算後の額で比較しています。

◆県税収入の推移◆

◆主な税目別税収額全国順位（平成２７年度決算ベース）◆
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